
9月の道内景況　情報連絡員レポート
主要DI引き続き悪化　緊急事態宣言下による影響大きく

景況天気図（前年同月比）

（凡例） 30 以上 10 〜 29 9 〜△ 10 △ 11 〜△ 29 △ 30 以下

　全業種の主要DIは、前月よりマイナス幅が拡大し、厳し
い結果となった。
　緊急事態宣言の発令により、人流が抑制され消費行動
や営業活動に大きな影響を及ぼした。
　業種別の比較では、前月と比べ製造業は、「資金繰り」以
外、非製造業では、「景況」「資金繰り」以外の項目でマイナ
ス幅が拡大する結果となった。
　情報連絡員報告によると、製造業は、原材料の不足と高
騰による価格転嫁に苦慮しているとの声が聞かれた。非
製造業では、人材不足に加え、東南アジアの新型コロナウ
イルス感染症拡大による工場閉鎖や、中国の電力不足に
よる影響で商品の入荷が遅れている状況となっている。
また、太平洋沿岸で大規模に発生した赤潮の漁業被害で、
魚介類を扱う事業者が、大きな影響を受けるなど、今後も
厳しい状況が予想される。

概 況

天気図の見方　各景況項目について調査月と前年同月を比較して、「増加」（または「好転」）したという回答（構成比）から「減
少」（または「悪化」）という回答（構成比）を差し引いた値（DI）をもとに作成。天気の表示は凡例のとおりです。

全業種 製造業 非製造業

8 月 9 月 前月比 8 月 9 月 前月比 8 月 9 月 前月比

業界の景況 △2.6
→

△8.3
→

0.6
→

△31.1 △33.7 △25.0 △33.3 △34.5 △33.9

売 上 高 △18.2
→

△14.8
→

△20.2
→

△11.1 △29.3 △12.5 △27.3 △10.3 △30.5

収 益 状 況 △8.2
→

△20.7
→

△1.2
→

△24.4 △32.6 △15.6 △36.4 △29.3 △30.5

販 売 価 格 △4.7
→

△0.4
→

△7.1
→

15.6 10.9 12.5 12.1 17.2 10.2

取 引 条 件 △5.3
→

△3.1
→

△6.6
→

△4.4 △9.8 3.1 0.0 △8.6 △15.3

資 金 繰 り 4.6
→

6.6
→

3.5
→

△12.2 △7.6 △18.8 △12.1 △8.6 △5.1

雇 用 人 員 △3.1
→

△2.9
→

△3.2
→

△8.9 △12.0 △3.1 △6.1 △12.1 △15.3
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・公共工事に関しては年度内完成の工事は工期が短く、また金額も小さくなって
いる。民間工事に関しては、道内で大きな物件が色々と動き出してきており、
着工も進んできている様に感じる。同時に、技術者不足が発生してきており、
早めに人員を確保することが求められる。そういった状況から、仕事を受ける
か受けないかの判断を早くしていく事が求められる。� （電気工事／全道）

・工事繁忙期を迎え業界全体に人手不足の状況が続いている。前年同期に比べ、
完成工事額、新規受注の減少傾向が散見される。� （左官工事／全道）

・組合員が受注している工事は後半には入っており、工事の追い込みによって多
忙を極めている状況。� （管工事／名寄）

・昨年の状況からは改善しているが、扱うものに対しては増減のばらつきがあ
る。� （一般貨物自動車運送／全道）

・農産物の扱いについては、前月と比べると微増だが、昨年より落ち込んでい
る。水産物については、落ち込んでいる（太平洋沿岸の赤潮の影響）。日用雑
貨品についても、荷動きはよくない。� （一般貨物自動車運送／石狩）

非製造業（建設・運輸業）

・緊急事態宣言の影響もあり、人の流れが大幅に低下した月になった。
� （水産食料品／小樽）
・例年 9月〜 10月は、秋鮭シーズンとなるため、組合員の工場は例年通りであ
れば安定稼働する時期である。9月前半は海水温の影響から、秋鮭の水揚げが
少なかったが、9月後半から鮭が獲れだし、9/20 時点で昨年比 141％
（5221㌧）となっていることから、活気が出始めている。�（水産食料品／網走）
・全国平均との比較でも、北海道の出荷量は味噌・醤油ともに良くない状態が続
いている。製油メーカーのように原材料高騰による値上げができず、変わらず
厳しい状況にある。� （味噌・醤油／全道）
・味噌出荷量：単月　前年対比　96.8％
　醤油出荷量：単月　前年対比　98.1％
・令和 3年 1月〜 8月の道内・累計出荷量�：味噌　前年対比　  95.1％�

 ：醤油　前年対比　  96.2％
・令和 3年 1月〜 7月の全国・累計出荷量�：味噌　前年対比　  96.1％�

 ：醤油　前年対比　100.5％
・製材市況は、カラマツは保合〜強含み。エゾ・トドマツも強保合〜強含み。原
木市況も、カラマツは原木の不足感から保合〜強保合。エゾ・トドマツは保合
〜強保合。トドマツ原木、カラマツ原木共製材受注が順調にある模様で在庫確
保に動く気配が出ている。紙原料は、今のところ制約はないようで順調に集荷
されており、木質バイオマス原料については、順調に集荷されている。

　外材の高騰、コンテナ不足等により輸入製材の入荷が遅れていることから道産
建築材は競合しており、今後、北米材については、一服感が出ているが欧州材
がどのようになるか様子を見る必要がある。� （一般製材／全道）

・原木集荷困難なことから、買い入れ単価が上昇。併せて、製剤販売価格の値上
げを下半期から依頼している。概ね状況を理解してもらい価格は了解いただい

ている。� （一般製材／上川）
・9月の生コン出荷量はおよそ 380千m3。（前年同月比 98.1％）
　地域別には、前年同月を上回った分会（協組）は 29分会（協組）中、15分
会（協組）で前年（増加は 17分会（協組））を下回った。前年同月と比較し
て、増加したのは後志、宗谷、富良野地区など。一方、減少したのは苫小牧、
北東十勝、北見地方などであった。� （窯業・土石製品製造業／全道・生コン）

・空知地域の砂利需要は、農業用暗渠疎水材が例年並。災害対策事業が昨年で終了
した反動により、砂利需要が減少した。砂利事業は縮小であったが土木建築業が
順調であったことにより雇用増となった。�（窯業・土石製品製造業／全道・砂利）

・メーカーから仕入商品の値上げの告知が届いている。工賃を伴わない製品の値
上げを売価に転嫁させるのは比較的簡単であるが、工賃の値上げには苦慮して
いる。� （窯業・土石製品製造業／全道・ガラス）

・高齢化と人材不足が深刻化で後継者の育成も進んでいない状況でありまた、新
卒者の定着率も低く熟練技術者の確保も難しくなっており、廃業する事業所も
出ている。造船部門は仕事量確保しているが、橋梁陸機部門は仕事量の減少で
職種によつて過剰人員が発生している。造船厚板鋼材価格が過去最大のトン当
たり二万円程度の値上が予想されトン当たり十万円台になり、造船所各社は現
在建造中の船舶は船価が低い時期に受注したため鋼材値上げの幅が大きく非常
に厳しい状況。� （金属製品／函館）

・緊急事態宣言下、営業活動が制限され、先行き不透明� （金属機械工作／全道）
・全体的に低調� （金属機械工作／札幌）
・釧路地域においては日本製紙釧路工場が稼働を停止しに伴い、今後の地域経済
への影響を懸念する。� （金属機械工作／釧路）

・先月に続き、燃料・原材料の高騰の影響により、販売価格の値上げが続いてい
る。� （家具／旭川）

製造業

・靴、履物はコロナ感染拡大による工場閉鎖、中国の電力不足などの影響から東南
アジアからの入荷が遅れている。紳士用フォーマル商品は百貨店の売り上げ減
少が大きく響いており、不採算店舗のスクラップが加速している。生活雑貨等の
必需品は売上増の傾向で安定しているが、輸入品は単価の上昇、納期遅れで減
収。オフィス機器等は需要が減少、収益も悪化している。� （各種商品／札幌）

・令和 3年 9月期の当組合買付高は仲卸、荷受合計で 1,324,664 千円で先月の
8月期実績より、154,014 千円の減少。原因としては、8月の猛暑による生
育不足の影響が残っており、市場内の入荷率が多くなかったことが挙げられ
る。買付高の減少は先月時点である程度は予測されていたが、10月以降の緊
急事態宣言解除後に秋季農作物の入荷量増加と合わせて、組合員買付高の増加
が期待される。� （野菜・果実／札幌）

・緊急事態宣言下での外出自粛などもあったため、節約志向が色濃くなっている
こともあり、売上は前年割れしている。価格競争がやや強まりを見せており、
ガソリン高騰による物流コストも懸念材料である。� （菓子／全道）

・メーカー工場からの半導体供給不足が続き、LED照明器具等の商品にも納期の
遅れが出てきている。� （電気資材／全道）

・緊急事態宣言下、飲食業は時短営業や休業を強いられ、それに伴う卸売業者へ
の影響、外出自粛による小売店への来店頻度の減少などが目立った。1か月間
の緊急事態宣制限で組合員は疲弊している。� （各種商品／新ひだか）

・前年比較（2019年比較）　物販見込 96.5％（70.7％）　金融 99.8％（70.3）
　全体的に昨年より微減となったが、物販・金融ともに一昨年比 70％と厳しい
状況が続いている。業種別では、昨年はGOTOキャンペーンにより、旅行関
連が回復の兆しが見られたが、本年は緊急事態宣言下にて 6割程度になった。
衣料品・自動車関連も低調であったものの、引きこもり需要の影響から家電系
の売上増加と単価の値上がりによる燃料系の売上が前年より増加した。

� （各種商品／旭川）
・全体的にまだまだ景気の回復は見込めなく、一般家庭にも影響があり高級品が
売れなくなっている。単価を下げて小単位での提供など工夫をしている。季節
品であるサンマが不漁で、売れ行きもよくない。秋鮭の入荷も少なく、価格も
高く。生筋子については、毎年価格が上昇している状況。魚を扱うお店全体と
して、売上が減少している。� （各種商品／札幌）

・緊急事態宣言延長の影響で、9月は客足が落ちる一方だった。9/25 に行った
特売日（一日限定）の集客は、通常繁忙期の土曜日より売り上げが悪かった。

� （各種商品／小樽）
・びばい応援券（地域プレミアム商品券）発行により、今月は売上があがった。
� （各種商品／美唄）
・9月は、連休があったものの緊急事態宣言下のため旅行客や修学旅行生なども
ほぼ皆無の状態。周辺ホテルでも日によっては混雑している日もあったようだ
が、昨年のようなGOTOトラベル「地域共通クーポン」の期待感もない状
況。店舗によっては、これから差し迫ってくる借入金の元金返済に不安な日々
を送っている。

　当連合会においては、今月（最終日 10月 1日）約 100名の店舗従事者のワ
クチン職域接種が無事に終了し、10月からは緊急事態宣言も解除され、少し
ずつ観光客が回復してくれることに期待する。� （各種商品／函館）

・緊急事態宣言による影響は大きく、季節もの商品の取扱店、飲食店の売上げの
減少が大きい。商店街の人通りも少なく、閑散とした状況。9月後半は道の駅
などで集客が増加している。� （各種商品／室蘭）

・売上高前年比 102.8％の実績で、青果物販売も軌道に乗りつつあり寄与した。
� （野菜・果実／札幌）

・9月は店のイベントを延期したので、地元客は減少。しかし連休の影響で観光
客の来店は多かった。赤潮の影響で魚介類については大打撃を受けている。

� （鮮魚／釧路）
・秋の収穫時期をむかえ、水稲に関しては、豊作であるが、買取価格が 2割ほど
下がっている。農作物全体では、夏の猛暑、干ばつで収穫不良のため価格が高
騰している。農家、業界ともに全体的によくない秋の収穫を迎えた。

� （農業用機械器具／札幌）
・原油価格は、前月末から上昇を続け、今月末には 1バレル当たり 80ドルにも
届きそうな高い水準にあり、さらなる上昇も懸念されている。原油価格のコス
ト増分については、適宜小売価格に反映させていることから、SSにおける販
売価格は高止まりの状況。一方、安値市況が続く一部激戦地では、地場中小零
細企業の経営は厳しい状況である。全国ベースでのガソリン販売量を見ると、
依然としてコロナ前の状況には回復していない。9月末で全国の緊急事態宣言
がすべて解除されたことから、停滞していた企業活動、人流の活発化が予想さ
れ、高値感によるガソリン販売への影響が懸念されるものの、今後の販売増に
期待したい。� （燃料／全道）

・9月は原油価格が月初めから上昇、小売店の卸価格もそれに伴い上昇改定され、
末端価格も改定された模様。収支状況は従来と同じく厳しい利益口銭で推移、
コロナによる減販影響もあり厳しい経営となっている。� （燃料小売業／旭川）

・緊急事態宣言の長期化による影響から、消費動向もマイナス動向が強くなって
きた。� （電気機械器具／全道）

・新車の増産や、半導体不足等の影響による新車の納車遅れなどがあり、商品自
動車の仕入、確保に苦労している声を多く聞くので、早期の正常化を望む。

� （中古自動車／札幌）
・自転車のシーズンはほぼ終わり、除雪機やストーブなどの点検が始まってきて
いる。� （自転車・自動車／全道）

・百貨店の 8月売上高は 3憶 1,265 円（前年同月比 3.3％減）緊急事態宣言の
解除に伴う、道内外からの観光客に期待するが、飲食店の現状は依然として厳
しい。� （商店街／帯広）

・昨年はGOTOトラベル事業などもあり増加傾向にあった時期であったが、今
年は緊急事態宣言の延長に伴うキャンセルがあったため減少した。シルバーウ
イーク中の入込は一部あったものの、修学旅行のキャンセルや延期があり、宿
泊施設と併せて、体験事業者への影響も出ている。� （旅館／音更）

・コロナ感染症の新規感染者数は減少傾向にあるが、入浴客の増加傾向には繋
がっていない。日常の衛生管理に加えて、飛沫感染防止のために入浴客にはポ
スターなどで「黙浴」を促している。� （公衆浴場／全道）

・DX（デジタルトランスフォーメーション）を進める企業や基幹系システムをク
ラウド化する企業が中小企業にまで広がり、それらのシステム開発案件が増加し
て、道内の中小 IT企業の半期業績はコロナウィルス感染前まで回復しつつあ
る。今後も、首都圏を中心とした大手製造企業のAI、IoT、5Gに絡む開発案件
の発注打診が増加して、明るい見通しを先読みする経営者が多い。しかし、売り
上げは伸長しても開発単金が伸びず、人件費が上昇して利益確保へ反映されて
いないため、案件増加が必ずしも業績向上には結びついていない。さらに、人材
不足が続いており「仕事はあるが人がいない」という状況は変わっていない。

　上場企業に当組合員企業がM＆A（株式譲渡）される事象が発生した。経営
者の加齢が進むことや後継者難、保有技術の継承や人材確保等を理由に今後も
他の道内中小 IT 企業でも事業承継に絡むM＆Aの増加が予測される。

� （ソフトウェア／全道）
・新型コロナ感染予防対策に組合員各社苦慮している。�（土木建築サービス／旭川）

非製造業（卸・小売・商店街・サービス業）
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